
施策評価（平成21年実施施策）の結果
教育部　【担う分野：Ⅳ　教育分野】

◆教育課　【担う柱：1地域に開かれた快適で安全な学校づくり】
①学校教育環境の充実

事業費 人員
地域
資源

％
85.0
(H18)

88.8 88.2

(99.3%)

人
8

(H19)
11 10

(90.9%)

〔施策の実現手段となる事務事業の分析結果〕

事業費 減価償却費 公債費 人件費 計 市関与の
必要性 ニーズ 達成度 効率性 有効性 方向性 成果 投入資源 重点化 改革改善

見直しの
有無

1 安全・衛生事業 義務 11,747 33 431 1,652 13,863 有り → B A A 継続 → →

2 健康診断事業 義務 72,559 30 2,659 1,463 76,711 有り → B A A 継続 → →

3 知能検査事業 政策 1,725 3 32 138 1,898 有り → B A A 継続 → →

4 院内学級事業 政策 357 3 7 138 505 有り → A A A 継続 → →

5 特別支援学級交流推進事業 政策 130 3 2 144 279 有り → A A A 継続 → →

6
特別支援学級等支援職員配置
事業

政策 ● 8,652 16 80 759 9,507 有り ↑ A A A 継続 → →

7 学校補助教員配置事業 政策 ● 32,768 21 601 1,058 34,448 有り ↑ B A A 継続 → →

8 英語指導助手（ＡＬＴ）配置事業 政策 23,857 14 150 702 24,723 有り ↑ A A A 継続 → →

9 図書館司書配置事業 政策 4,235 3 39 138 4,415 有り ↑ A A A 継続 → →

10 研究指定校調査研究事業 政策 2,162 3 9 138 2,312 有り → A A A 継続 → →

11 中学生海外研修派遣事業 政策 0 10 0 489 499 有り → B A A 継続 → →

12 就学指導事業 義務 1,126 51 11 2,757 3,945 有り → A A A 継続 → →

13 就学援助事業 義務 55,592 35 1,997 1,756 59,380 有り → B A A 継続 → →

14 私学授業料等支援事業 政策 96,285 69 1,325 3,678 101,357 有り → B A A 継続 → ↓

15 幼稚園補助事業 政策 671 9 7 414 1,101 有り → B A A 継続 → →

16 体育・文化活動推進事業 政策 3,812 23 171 1,413 5,419 有り → A A A 継続 → →

17
愛知県高等学校定時制教育振
興会関係事業

政策 10 0 1 0 11 有り → B A A 継続 → →

18 尾北学校保健会関係事業 政策 277 0 3 0 280 有り → B A A 継続 → →

目標値
施策名 目指す目的・成果

投入コスト（千円） 成果の状況

実績値
達成
状況

(達成率)

重点
化

今後の施策展開の方針

事業費
減価

償却費
公債費 人件費 計 指標名　（＊は基本計画掲載指標） 単位 基準値

改革
改善

学校が好き、授業が楽しいと感じている
児童・生徒の割合 ＊

340,653 → → →

成果の
方向性

投入資源の方向性

今後の施策展開の方針・改善内容など

特別支援学級等支援職員配置人数 ＊

学校教育環境の充実
児童生徒が心身共に健康な状態で、適
切な教育を受けている

315,965 326 7,525 16,837

補助教員を配置することについては、
各学校の学級数により、適正な職員配
置を図る上で、今後も職員の増員を考
えることが必要である。
特別支援学級等支援職員の配置につ
いては、学校の実情調査をしながら、適
正な職員の配置を図っているが、これ
に併せ、職員の増員や時間数を増やす
ことなどが必要である。

事務事業 種別 戦略 事業内容
投入コスト（千円） 評価結果 今後の方向性 評価結果・今後の方向性で「C」と判定したものの対応方策

内容

学校環境衛生基準に基づく飲料水施設・設備等、教室の照明・空気
等の検査を行う。また、政令で定める額を児童生徒数分負担する

小中学校の教職員、児童・生徒及び就学前児童の健康診断をする

児童生徒の資質及び能力を育成するため、知能、学力、性格などの
必要な検査を行う

江南厚生病院に入院している児童・生徒へ通常に近い教育を行う。

特別支援学級の児童・生徒及び保護者間の交流を図る

支援職員が情緒障害、多動性等の児童生徒に対する教育支援を行
う

少人数指導、ティ－ムティ－チングのための補助教員により、教育
支援を行う

小学校2名、中学校2名英語指導助手を配置し英語教育を推進する

学校図書館の図書の整理、読書会、研究会等の実施、図書館資料
及び図書館の利用に関し児童生徒に対し指導を行う

小中学校が実践研究指定校になり、実践研究を行うことにより今ま
で以上に児童生徒が多くの知識を得ることができる

中学生１０人、引率者３人をミクロネシア連邦へ派遣する

障害傾向のある児童・生徒を把握し、就学指導委員会を開催し適正
な就学を図る

就学が困難な児童・生徒に援助を行い、義務教育を受けさせる。ま
た、特別支援学級の児童・生徒に就学の為の経費の一部を援助す
る

私立学校に通う園児、生徒の保護者に対し、所得状況に応じて入園
料と授業料等の一部を補助する

幼稚園に対し、幼児教育に要する経費の一部を補助する

体育・文化活動の指導を行い、児童生徒に規律ある集団生活を体
得させるとともに、責任感や連帯感を養う

定時制及び通信制教育の調査、研究、「働き・学ぶ体験」の刊行、優
秀生徒の表彰を行う

学校保健会の研修会及び研究大会等に参加し、保健に関する調
査、研究、保健思想の普及啓発を行う

：90%以上達成した ：70%以上達成した ：達成してない



施策評価（平成21年実施施策）の結果
教育部　【担う分野：Ⅳ　教育分野】
②地域連携の推進

事業費 人員
地域
資源

％
80.2
(H18)

85.3 76.0
(0.0%)

事業所
273

(H18)
293 324

(110.6%)

％
69.5
(H18)

76.6 61.0
(0.0%)

〔施策の実現手段となる事務事業の分析結果〕

事業費 減価償却費 公債費 人件費 計 市関与の
必要性 ニーズ 達成度 効率性 有効性 方向性 成果 投入資源 重点化 改革改善

見直しの
有無

1 部活動支援事業 政策 2,904 2 27 69 3,002 有り → A A A 継続 → →

2 はないっぱい運動事業 政策 1,137 5 21 207 1,370 有り → A A A 継続 → →

3 生徒指導推進事業 政策 900 3 9 155 1,067 有り → B A A 継続 → →

4 生徒進路指導事業 政策 1,663 9 16 414 2,102 有り → B A A 継続 → →

5 総合学習推進事業 政策 2,488 2 46 89 2,625 有り → B A A 継続 → →

6 学校評議員事業 政策 304 2 6 69 381 有り → B A A 継続 → →

施策名 目指す目的・成果

投入コスト（千円） 成果の状況 今後の施策展開の方針

事業費
減価

償却費
公債費 目標値 実績値

達成
状況

(達成率)

人件費 計 指標名　（＊は基本計画掲載指標） 単位

学校、家庭、地域との連携を密にし、学
校教育の推進を図る。
ハローワーク、商工会議所等関係機関
とさらに連携を密にして、受け入れ事業
所の拡大を図る。
学校評議員の意見を広く求め、さらに
開かれた学校づくりを推進する。

改革
改善

地域の人にあいさつする児童・生徒の割
合 ＊

成果の
方向性

投入資源の方向性

今後の施策展開の方針・改善内容など
重点
化

基準値

→ → →

地域の行事に積極的に参加している児
童・生徒の割合 ＊

地域連携の推進
学校・家庭・地域が連携し、子どもたち
の社会性、人間性がはぐくまれている

9,396 23 125 1,003
職場体験学習生徒受け入れ延べ事業所
数 ＊

10,547

事務事業 種別 戦略 事業内容
投入コスト（千円） 評価結果 今後の方向性 評価結果・今後の方向性で「C」と判定したものの対応方策

内容

教員で対応できない部活動に専門の指導員を付け、対外競技会等
の必要経費や会場等の提供を行い、生徒が活動しやすい環境を整
える

緑の基本計画に基づき、展開されている緑化推進を受け、学校にお
いて児童、生徒によるはないっぱい運動を展開する

中学校区を単位とした学校、家庭、地域が連携を図り非行防止等を
啓発する

生徒が進路を主体的に考え、選択する能力の育成を図る

総合的な学習の時間における児童生徒の調査、研究を支援する

教育委員会が委嘱し、校長が年３回程度評議員会を開催する

：90%以上達成した ：70%以上達成した ：達成してない



施策評価（平成21年実施施策）の結果
教育部　【担う分野：Ⅳ　教育分野】
③学校給食の提供

事業費 人員
地域
資源

％
98.3
(H18)

98.0 86.0
(0.0%)

％
95.7
(H18)

98.0 97.0
(99.0%)

％
7.3

(H18)
0.0 8.0

(0.0%)

％
13.8
(H18)

5.7 25.0
(0.0%)

％
20.0
(H18)

35.0 28.5
(81.4%)

〔施策の実現手段となる事務事業の分析結果〕

事業費 減価償却費 公債費 人件費 計 市関与の
必要性 ニーズ 達成度 効率性 有効性 方向性 成果 投入資源 重点化 改革改善

見直しの
有無

1 施設管理事業 政策 27,875 191 498 6,053 34,617 有り → B B A 継続 → →

2 給食設備整備事業 政策 ● 0 86 0 2,501 2,587 有り → A A A 継続 ↑ ↑

3 衛生管理強化事業 政策 ● 17,325 571 0 834 18,730 有り → B A A 継続 ↑ ↑ ●

4 給食調理事業 政策 65,595 11,680 601 137,342 215,218 有り → A A A 継続 → →

5
給食調理・ボイラー業務委託事
業

政策 ● 0 35 0 1,041 1,076 有り → C C C 継続 → → ●

6 給食用物資購入事業 政策 437,542 208 57 5,729 443,536 有り → A A A 継続 → →

7 給食配送回収事業 政策 28,367 20 260 611 29,258 有り → A A A 継続 → →

8 給食企画事業 政策 1,835 57 34 1,567 3,493 有り → A A A 継続 → →

9 学校給食費等口座振替事業 政策 2,692 106 25 3,208 6,031 有り → A A A 継続 → →

10 食育事業 政策 53 29 1 903 986 有り → A A A 継続 → →

目標値
施策名 目指す目的・成果

投入コスト（千円） 成果の状況

実績値
達成
状況

(達成率)

重点
化

今後の施策展開の方針

事業費
減価

償却費
公債費 人件費 計 指標名　（＊は基本計画掲載指標） 単位 基準値

安価で良質かつ安全な食材の選定し、
栄養教諭・学校栄養職員の献立を基に
小中学校の給食担当教諭と協議する。
望ましい食生活について、効果的・効率
的に児童生徒に指導し、ＰＴＡの試食会
を通して偏食による肥満や生活習慣病
についての講義を行う。
北部給食センターの調理事業を民間委
託する方向で検討しているが、現在の
職員体制を考慮すると、当分職員の退
職者も見込むことが出来ないので、今
後慎重に調査研究及び検討を重ねこと
にした。

朝食を食べない日がある児童・生徒の
割合【小学校】 ＊

学校給食がおいしいと感じる児童・生徒
の割合【中学校】 ＊

改革
改善

学校給食がおいしいと感じる児童・生徒
の割合【小学校】 ＊

成果の
方向性

投入資源の方向性

今後の施策展開の方針・改善内容など

↑ ↑ → →

学校給食における地場産物の割合 ＊

学校給食の提供
バランスのとれた給食や食育の実施に
より、子どもたちが正しい食習慣を身に
つけ健康に育っている

581,284 12,983 1,476 159,789

朝食を食べない日がある児童・生徒の
割合【中学校】 ＊

755,532

事務事業 種別 戦略 事業内容
投入コスト（千円） 評価結果 今後の方向性 評価結果・今後の方向性で「C」と判定したものの対応方策

内容

施設・設備・器具等の点検・修理や、老朽化した施設の改修並びに
機器の更新を行う

食中毒を防止するとともに、自動食器浸漬機など大型機器の更新を
行う

給食調理設備のドライ化推進

調理作業の衛生管理強化に際しては、ドライ運用化を図り、各種の
食中毒や異物混入などの事故防止に対して万全の対策を行う

給食調理・ボイラー業務を民間委託し、衛生管理等民間のノウハウ
を活かして学校給食運営の効率を図る。

【業務手順】
国・県・労働省の指導のあり方や他市の動向等を見ながら委託の在り方を検討していく。

各納入業者と単価契約を結び、毎日必要品目と数量を購入する

市内１５小中学校へ、迅速に配送・回収業務を行う

基本計画、年間実施計画、給食費算定、給食用物資納入業者の選
定等を行うと伴に、献立について全小中学校の給食担当と協議する

保護者の希望する金融機関からの学校給食費等の口座振替を、民
間委託によるシステム運用及び振替業務により迅速適切に処理する

望ましい食生活に関し、児童・生徒に対して指導したり、ＰＴＡの試食
会等を通して偏食による肥満や、生活習慣病について講義する

：90%以上達成した ：70%以上達成した ：達成してない



施策評価（平成21年実施施策）の結果
教育部　【担う分野：Ⅳ　教育分野】
④学校の管理、運営の充実

事業費 人員
地域
資源

％
28.3
(H18)

30.4 - -

％
61.8
(H18)

70.9 83.9

(118.3%)

〔施策の実現手段となる事務事業の分析結果〕

事業費 減価償却費 公債費 人件費 計 市関与の
必要性 ニーズ 達成度 効率性 有効性 方向性 成果 投入資源 重点化 改革改善

見直しの
有無

1 臨時職員配置事業 政策 42,873 28 1,572 1,666 46,139 有り → B A A 継続 → →

2 教材整備事業 政策 172,134 989 19,139 6,180 198,442 有り ↑ B B A 継続 ↑ ↑

3 学校管理運営事業 政策 141,817 186 6,431 7,032 155,466 有り → B A A 継続 → →

4 教職員研修事業 政策 3,949 3 73 305 4,330 有り ↑ A A A 継続 → →

5 校長会・教頭会事業 政策 40 7 1 405 453 有り → B A A 継続 → →

6 指導主事配置事業 政策 9,854 3 91 158 10,106 有り → B A A 継続 → →

7 教職員人事異動事業 義務 38 2 1 69 110 有り → B A A 継続 → →

8 学校施設管理事業 政策 132,609 140,226 2,267 6,022 281,124 有り ↑ B A A 継続 → →

9 学校用地事業 政策 28,633 19,751 28,607 903 77,894 有り ↑ A A A 継続 → →

10 学校施設整備事業 政策 3,843 29,869 16,088 1,288 51,088 有り → B A A 継続 → →

11 校舎等耐震補強事業 公共 ● 733,837 69,126 2,499 2,877 808,339 有り ↑ B A A 継続 → →

12 プール整備事業 公共 ● 158,888 29,626 195 1,248 189,957 有り ↑ B A A 継続 ↑ →

13
地上デジタル放送移行対策事
業

政策 ● 65,282 19,751 12 903 85,948 有り ↑ A A A 継続 → →

14 太陽光パネル設置事業 公共 ● 13,549 19,751 8 903 34,211 有り ↑ B A B 継続 → →

目標値
施策名 目指す目的・成果

投入コスト（千円） 成果の状況

実績値
達成
状況

(達成率)

重点
化

今後の施策展開の方針

事業費
減価

償却費
公債費 人件費 計 指標名　（＊は基本計画掲載指標） 単位 基準値

改革
改善

学校施設や設備が整備され、快適で安
全な教育環境の中で、児童生徒が学習
していると思う市民の割合 ＊

####### ↑ ↑ →

成果の
方向性

投入資源の方向性

今後の施策展開の方針・改善内容など

学校施設の耐震化率 ＊

学校の管理、運営の充実
教育を受ける環境が整備され、快適で
安全な状態で児童生徒が学習活動に取
り組んでいる

####### 329,318 76,984 29,959
学校施設の耐震化を早期に完了する。
学校施設整備として、校舎の改造及び
プールの改築・改修計画を作成する。

●

事務事業 種別 戦略 事業内容
投入コスト（千円） 評価結果 今後の方向性 評価結果・今後の方向性で「C」と判定したものの対応方策

内容

各小中学校に臨時職員を配置し、給食及び校務等の業務を行う

学校で使用する教材の購入及びリース、管理を行う

学校が必要とする物品購入等の会計処理及び予算化を行う

教職員の資質向上のため、各種研修会への参加や参考図書などに
よる研究をする

毎月1回校長会、学期に１回教頭会を開催する

県教育委員会に属する指導主事を配置し、教育課程、学習指導そ
の他学校教育に関する専門的事項の指導に関する事務に従事する

教職員の任命に関する事務処理を行う

小中学校施設の維持管理を行う

学校用地として使用している借地の賃貸契約及び賃借料の支払い
並びに借地、拡張用地の買収を行う

小中学校施設の整備を行う

昭和56年以前建設の校舎等を震度６強の地震に耐えうる建物に補
強する

小中学校のプールを整備する

地上デジタル放送移行に伴う周辺受信障害対策、学校施設の整備
を行う。

太陽光発電設備の整備を行う。

：90%以上達成した ：70%以上達成した ：達成してない



施策評価（平成21年実施施策）の結果
教育部　【担う分野：Ⅳ　教育分野】

◆教育課　【担う柱：2将来にわたって活躍できる人づくり】
①良好な学習環境の構築

事業費 人員
地域
資源

5,319 143 177 9,424 15,063 ％
35.0
(H19)

36.0 - - → → →

〔施策の実現手段となる事務事業の分析結果〕

事業費 減価償却費 公債費 人件費 計 市関与の
必要性 ニーズ 達成度 効率性 有効性 方向性 成果 投入資源 重点化 改革改善

見直しの
有無

1 教育委員会運営事業 義務 3,814 56 175 3,761 7,806 有り → A A A 継続 → →

2 教育調査事業 義務 11 31 1 2,012 2,055 有り → B A A 継続 → →

3 教育文化振興基金積立事業 政策 238 5 0 250 493 有り → B A A 継続 → →

4 表彰事業 政策 20 14 1 903 938 有り → B A A 継続 → →

5 横田教育文化振興事業 政策 1,236 37 0 2,498 3,771 有り → B B A 継続 → →

施策名 目指す目的・成果

投入コスト（千円） 成果の状況 今後の施策展開の方針

事業費
減価

償却費
公債費 目標値 実績値

達成
状況

(達成率)

人件費 計 指標名　（＊は基本計画掲載指標） 単位
改革
改善

良好な学習環境の構築
地域社会が教育に関心をもち、望む教
育を受ける環境が整っている

子どもから大人までの教育環境が整って
いると感じる市民の割合 ＊

教育課題に迅速かつ的確に対応する
ため、情報収集及び研修等を行う。
また、外部評価員による「教育に関する
事務の管理及び執行状況の点検・評
価」を行い、教育実態の把握に努めると
ともに、地域住民の要望、意見等を取り
入れながら、地域ぐるみで教育行政を
推進する。

成果の
方向性

投入資源の方向性

今後の施策展開の方針・改善内容など
重点
化

基準値

事務事業 種別 戦略 事業内容
投入コスト（千円） 評価結果 今後の方向性 評価結果・今後の方向性で「C」と判定したものの対応方策

内容

学校その他教育機関の設置、管理及び廃止、規則等の制定、改
廃、教育財産の管理、教職員の人事など、義務的必要事項を審議
する

学校数、教職員数、施設等基本的事項の調査及び地方公共団体の
教育費の実態並びに教育行政機関の組織等の報告を行う

寄付金及び江南市教育文化振興基金から生じた利子を基金に積み
立てることにより、教育環境を整備するための財源を確保する

文化的教養の向上又は教育的効果が認められる者に対し、表彰状
及び記念品を交付する

作文コンクールを毎年実施し、優秀者に奨学金を交付する。市立図
書館の専門図書を整備するため、一般会計に繰出金を支出する。

：90%以上達成した ：70%以上達成した ：達成してない



施策評価（平成21年実施施策）の結果
教育部　【担う分野：Ⅳ　教育分野】
②子どもを育成する環境の充実

事業費 人員
地域
資源

％
0.5

(H18)
0.4 0.6

(0.0%)

％
4.5

(H18)
3.2 3.7

(86.5%)

％
51.5
(H19)

52.5 - -

〔施策の実現手段となる事務事業の分析結果〕

事業費 減価償却費 公債費 人件費 計 市関与の
必要性 ニーズ 達成度 効率性 有効性 方向性 成果 投入資源 重点化 改革改善

見直しの
有無

1 心の教室相談員配置事業 政策 6,639 5 122 207 6,973 有り → B A A 継続 → →

2 ことばの教室事業 政策 144 2 2 69 217 有り → B A A 継続 → →

3 適応指導教室事業 政策 10,671 668 98 9,110 20,547 有り → B A A 継続 → →

4 いじめ・不登校対策事業 政策 839 52 8 1,143 2,042 有り → B A A 継続 → →

5 放課後子どもプラン事業 政策 ● 6,475 121 27 6,107 12,730 有り ↑ B A A 継続 ↑ ↑

6 青少年問題協議会事業 政策 86 258 1 690 1,035 有り → B A A 継続 → →

7 少年センター事業 政策 2,564 2,187 71 3,006 7,828 有り → A A A 継続 → →

8 青少年健全育成推進事業 政策 315 258 9 702 1,284 有り → B B A 継続 → →

9 青少年健全育成啓発事業 政策 708 541 13 1,520 2,782 有り → B A A 継続 → →

10 青少年教育事業 政策 729 515 21 1,380 2,645 有り → B B B 継続 → →

施策名 目指す目的・成果

投入コスト（千円） 成果の状況 今後の施策展開の方針

事業費
減価

償却費
公債費 目標値 実績値

達成
状況

(達成率)

人件費 計 指標名　（＊は基本計画掲載指標） 単位

いじめ不登校対策として、適応指導教
室「Ｙｏｕ・輝」、心の教室相談員、少年
センター相談員配置事業の充実を図
り、相談を受けやすい体制を整え、学校
生活を安心して教育を受けやすくできる
ようにする。
地域でのボランティア活動や体験活動
の情報提供を行い、青少年の社会性、
人間性の育成に努める。
放課後の子どもたちの安全で健やかな
活動場所を確保するため、学童保育と
放課後子ども教室を一体的、あるいは
連携した取り組みに努める。

改革
改善

不登校の児童・生徒数の割合【小学校】
＊

成果の
方向性

投入資源の方向性

今後の施策展開の方針・改善内容など
重点
化

基準値

↑ ↑ → →

家庭・学校・地域が協力して子どもたち
の健全育成のために取り組んでいると
感じる市民の割合 ＊

子どもを育成する環境の充実
子どもが健やかに育つ環境が整い、人
間性豊かな子どもたちが育っている

29,170 4,607 372 23,934

不登校の児童・生徒数の割合【中学校】
＊

58,083

事務事業 種別 戦略 事業内容
投入コスト（千円） 評価結果 今後の方向性 評価結果・今後の方向性で「C」と判定したものの対応方策

内容

各小中学校へ心の教室相談員を配置し児童・生徒の悩みなどの相
談を受ける

小学校の通常学校に在籍している上手く発音できない児童へ、週１
回在籍学校で通級指導を行う

不登校児童生徒のために適応指導教室を開設し、指導・支援する

いじめ・不登校問題を総合的、根本的に研究、検討し実践に生かす

小学校の余裕教室や体育館を利用して「放課後子ども教室」と「学
童保育」を総合的に実施する。

青少年の指導・育成等に関する調査・審議を行い、青少年育成の基
本方針の決定を行う。

少年相談窓口を開設するとともに街頭補導等の事業を実施する。

青少年健全育成の街頭啓発を5中学校区7箇所で実施、及び青少年
健全育成に関する講演会を実施する。

家族への思いをまとめた「家族への思い作品選集」を全世帯に配布
する。

青少年の多様な活動相談及び情報誌の発行。

：90%以上達成した ：70%以上達成した ：達成してない



施策評価（平成21年実施施策）の結果
教育部　【担う分野：Ⅳ　教育分野】

◆生涯学習課　【担う柱：3生涯を通して能力を伸ばし、活かせる機会づくり】
①生涯学習活動の推進

事業費 人員
地域
資源

人
126

(H18)
144 139

(96.5%)

人
2,011
(H18)

2,078 1,908

(0.0%)

冊
3.3

(H18)
3.9 4.1

(105.1%)

〔施策の実現手段となる事務事業の分析結果〕

事業費 減価償却費 公債費 人件費 計 市関与の
必要性 ニーズ 達成度 効率性 有効性 方向性 成果 投入資源 重点化 改革改善

見直しの
有無

1 生涯学習懇話会事業 政策 55 21 1 1,263 1,340 有り → A A A 継続 → →

2 社会教育委員会事業 政策 112 14 2 952 1,080 有り → B A A 継続 → →

3 企画運営事業 政策 154 21 3 1,461 1,639 有り → B A A 継続 → →

4 社会教育団体育成事業 政策 1,691 7 47 569 2,314 有り → B A A 継続 → →

5 高齢者教育事業 政策 3,091 140 29 2,186 5,446 有り → A A A 継続 → →

6 成人教育事業 政策 1,660 14 76 710 2,460 有り → B A A 継続 → →

7 視聴覚教育事業 政策 6 0 1 0 7 有り → B A A 継続 → →

8 家庭教育事業 政策 1,219 7 23 359 1,608 有り → A A A 継続 → →

9 公民館施設管理事業 政策 19,932 2,603 3,206 2,821 28,562 有り → A A A 継続 → →

10
地上デジタル放送移行対策事
業

公共 ● 1,438 84 2 345 1,869 有り ↑ A A A 完了 → →

11 公民館事業 政策 8,369 2,603 298 2,872 14,142 有り → A A A 継続 → →

12 図書館管理運営事業 政策 76,843 924 2,615 5,480 85,862 有り → A A A 継続 → →

13 図書館設備改修事業 政策 ● 2,205 504 21 3,347 6,077 有り → B A A 継続 → →

施策名 目指す目的・成果

投入コスト（千円） 成果の状況

実績値
達成
状況

(達成率)

今後の施策展開の方針

事業費
減価

償却費
公債費 人件費 計 指標名　（＊は基本計画掲載指標） 単位 基準値 目標値

人材バンクの活用をより活発なものに
するため、市民だけでなく、学校や団体
等にも呼びかけ、幅広い人材を確保し、
また利用の促進を図っていくためのＰＲ
を行う。
公開講演会への参加を呼びかけるた
め、広報や市ホームページだけでなく
新聞への掲載や、市の施設以外の多く
の市民が集まる場所へのチラシの配布
などを行う。
情報交換により市民サービスの向上を
図ることが出来るよう、ボランティア同士
が連携する場を設ける。

改革
改善

生涯学習講師人材バンク登録者数 ＊

成果の
方向性

投入資源の方向性

今後の施策展開の方針・改善内容など
重点
化

→ → → →

一人あたりの図書等の貸出し点数 ＊

生涯学習活動の推進
市民が、自発的な学習活動を展開し、
生きがいをもった生活を送っている

116,775 6,942 6,324 22,365
愛知江南短期大学と連携した講座の受
講者数 ＊

152,406

事務事業 種別 戦略 事業内容
投入コスト（千円） 評価結果 今後の方向性 評価結果・今後の方向性で「C」と判定したものの対応方策

内容

生涯学習基本計画の推進状況を報告し、生涯学習社会の実現に向
けて計画的、効果的な施策の推進に関する研究、検討を行う。

社会教育委員会において、成人教育・青少年教育・社会教育団体の
振興その他社会教育に関する事項を協議する。

各事業の企画、運営方法の検討及び講師選定等の検討により、円
滑なる事業運営を図る。

ＰＴＡ、ボーイスカウト・ガールスカウト及び成人の集い実行委員会の
各種活動に補助金を交付し、支援する。

「健康・生きがい・仲間作り」をテーマに、６０歳以上の市民を対象に
市広報で会員を募集し、市内５地区で教室を開催。

社会人として必要な知識や技術の習得を目的に、課題に応じた学習
メニューにより講座等を開催する。

視聴覚教育ビデオ、１６ミリフィルム及び視聴覚教育機器の管理、貸
出業務を行う。

家庭教育推進事業は各学校が担当し講演会等を開催。ファミリーふ
れあい事業等については生涯学習課の企画運営により実施する。

市内３公民館の施設管理。

地上デジタル放送移行に伴う公民館の整備を行う。

学びあい、ふれあいの場として公民館講座を各公民館で企画し開
催、児童生徒を対象に子ども学級を開催する。

指定管理者の持つ経営ノウハウを有効活用し、利用者サービスの
向上と経費の節減を図るとともに利用者に快適な環境を提供する。

空調等設備改修工事

：90%以上達成した ：70%以上達成した ：達成してない



施策評価（平成21年実施施策）の結果
教育部　【担う分野：Ⅳ　教育分野】
②スポーツレクリエーションの充実

事業費 人員
地域
資源

％
84.1
(H18)

85.0 78.4

(0.0%)

％
29.7
(H18)

31.9 34.5

(108.2%)

人
5,289
(H18)

5,600 6,788
(121.2%)

〔施策の実現手段となる事務事業の分析結果〕

事業費 減価償却費 公債費 人件費 計 市関与の
必要性 ニーズ 達成度 効率性 有効性 方向性 成果 投入資源 重点化 改革改善

見直しの
有無

1 スポーツ教室開催事業 政策 264 589 5 1,593 2,451 有り → A A A 継続 → →

2 各種スポーツ大会開催事業 政策 9,741 1,395 357 2,709 14,202 有り → A A A 継続 → →

3
スポーツ大会等選手派遣補助
事業

政策 355 442 4 1,257 2,058 有り ↑ A A A 継続 → →

4 四市交流事業 政策 685 589 7 2,019 3,300 有り → A A A 継続 → →

5 体育振興事業 政策 751 2,943 7 6,485 10,186 有り ↑ A A A 継続 → →

6 体育指導委員事業 義務 4,801 1,472 44 3,404 9,721 有り → A A A 継続 → →

7 体育施設等維持管理事業 政策 89,609 2,540 3,380 3,459 98,988 有り → A A A 継続 → →

8 体育施設等管理運営事業 政策 0 2,060 0 2,282 4,342 有り ↑ A A A 継続 → →

9 学校体育施設開放事業 政策 9,763 1,619 129 1,380 12,891 有り ↑ A A A 継続 → →

10
地上デジタル放送移行対策事
業

政策 ● 54 0 1 0 55 有り ↑ A A A 完了 ↓ ↓

施策名 目指す目的・成果

投入コスト（千円） 成果の状況

実績値
達成
状況

(達成率)

今後の施策展開の方針

事業費
減価

償却費
公債費 人件費 計 指標名　（＊は基本計画掲載指標） 単位 基準値 目標値

安全で快適な施設の利用環境を構築
するため、施設の老朽化に伴う改修お
よび施設の耐震化などを計画的に整備
していく。

改革
改善

屋内のスポーツ施設の稼働率 ＊

成果の
方向性

投入資源の方向性

今後の施策展開の方針・改善内容など
重点
化

→ → → →

コミュニティ・スポーツ祭参加者数

スポーツレクリエーションの充実
市民が身近にスポーツを楽しみ、なれ親
しんでいる

116,023 13,649 3,934 24,588 屋外のスポーツ施設の稼働率 ＊158,194

事務事業 種別 戦略 事業内容
投入コスト（千円） 評価結果 今後の方向性 評価結果・今後の方向性で「C」と判定したものの対応方策

内容

健康教室、軽スポーツ体験教室を開催するとともに、1年を通してふ
れあい教室を開催する。

コミュニティ･スポーツ祭、駅伝競走大会、市民スポーツ祭の開催。

各種スポーツ大会に参加する選手に対して、補助金を交付する。

小牧市・犬山市・岩倉市・江南市の四市民による、スポーツ交流大会
に参加（開催）する。

体育協会常任理事会・理事会、スポーツ少年団本部委員会・総務企
画部会・指導者協議会等の会議の開催。

市民のスポーツ振興を図り、市民及び地域への指導助言を行う。

市民がスポーツに親しむための施設を維持・管理する。

市民がスポーツに親しむための資材・器材及び施設の貸出しをす
る。

市民がスポーツする場の確保のため、学校活動に支障のない範囲
で学校体育施設を提供する。

地上デジタル放送移行に伴う施設の整備を行う。

：90%以上達成した ：70%以上達成した ：達成してない



施策評価（平成21年実施施策）の結果
教育部　【担う分野：Ⅳ　教育分野】
③男女共同参画社会の形成

事業費 人員
地域
資源

％
18.4
(H18)

23.4 26.1

(111.5%)

％
60.5
(H17)

70.0 67.3

(96.1%)

〔施策の実現手段となる事務事業の分析結果〕

事業費 減価償却費 公債費 人件費 計 市関与の
必要性 ニーズ 達成度 効率性 有効性 方向性 成果 投入資源 重点化 改革改善

見直しの
有無

1 男女共同参画推進事業 政策 680 42 19 2,922 3,663 有り ↑ A A A 継続 → →

2 男女共同参画都市宣言事業 政策 ● 1,370 182 13 12,958 14,523 有り ↑ A A A 継続 → →

目標値
施策名 目指す目的・成果

投入コスト（千円） 成果の状況

実績値
達成
状況

(達成率)

重点
化

今後の施策展開の方針

事業費
減価

償却費
公債費 人件費 計 指標名　（＊は基本計画掲載指標） 単位 基準値

改革
改善

審議会などにおける女性委員の登用率
＊

18,186 → → → →

成果の
方向性

投入資源の方向性

今後の施策展開の方針・改善内容など

男女共同参画講演会やセミナーなどへ
の参加割合 ＊

男女共同参画社会の形成
男女が社会のあらゆる分野で対等な
パートナーとして参画し、共にその責任
を分かち合っている

2,050 224 32 15,880

思いやりと感謝の精神を持ち、介護や
子育てなどのあらゆる分野の活動で、
男女が対等に参画し、協力しあう男女
共同参画社会が形成されたまちづくり
を推進するため、男女共同参画都市宣
言に基づき、男女共同参画を広く市民
へ浸透するよう、あらゆるメディアを活
用し啓発に努め、市民の男女共同参画
への意識向上を図るための学習活動
の機会としてのセミナーや講座などの
内容をより充実したものを企画してい
く。

事務事業 種別 戦略 事業内容
投入コスト（千円） 評価結果 今後の方向性 評価結果・今後の方向性で「C」と判定したものの対応方策

内容

男女共同参画社会の実現に向けて計画的、効果的な施策の推進に
関する研究、検討を行う。

江南市男女共同参画都市宣言文を策定し、式典において発表す
る。また、記念講演会を行い、男女共同参画社会推進を啓発を実施
する。

：90%以上達成した ：70%以上達成した ：達成してない



施策評価（平成21年実施施策）の結果
教育部　【担う分野：Ⅳ　教育分野】

◆生涯学習課　【担う柱：4豊かな、創造性ある文化・交流活動の充実】
①芸術文化の振興

事業費 人員
地域
資源

％
1.3

(H18)
1.3 1.1

(0.0%)

％
47.8
(H18)

50.1 49.5

(98.8%)

〔施策の実現手段となる事務事業の分析結果〕

事業費 減価償却費 公債費 人件費 計 市関与の
必要性 ニーズ 達成度 効率性 有効性 方向性 成果 投入資源 重点化 改革改善

見直しの
有無

1 文化振興事業 政策 211 6,143 8 2,503 8,865 有り → B A A 継続 → →

2 美術展事業 政策 2,093 7,679 20 4,547 14,339 有り → B B A 継続 → →

3 文化協会事業 政策 1,004 7,679 10 4,512 13,205 有り ↑ A A A 継続 → →

4 市民文化会館管理運営事業 政策 75,851 2,793 1,390 2,019 82,053 有り → B A A 継続 → →

施策名 目指す目的・成果

投入コスト（千円） 成果の状況 今後の施策展開の方針

事業費
減価

償却費
公債費 人件費 計 指標名　（＊は基本計画掲載指標） 単位

重点
化

基準値 目標値 実績値
達成
状況

(達成率)

改革
改善

文化芸術活動を行っている市民の割合
＊

122,925 → → → →

成果の
方向性

投入資源の方向性

今後の施策展開の方針・改善内容など

市民文化会館の稼働率 ＊

芸術文化の振興
市民が文化芸術活動を積極的に行って
いる

79,159 24,993 4,634 14,139

今後、文化会館等利用しているグルー
プが文化協会に加入するよう、啓発し
ていきたい。また、市民文化会館の大・
小ホールの利用について、今まで申込
ができなかった利用日の前１ヶ月にあ
たる日から利用する前１５日までの間に
ついて申し込みを受け付け、その間の
利用料金の割引制度がスタートしたこ
とを、いろいろな機会を通して啓発して
いく。

事務事業 種別 戦略 事業内容
投入コスト（千円） 評価結果 今後の方向性 評価結果・今後の方向性で「C」と判定したものの対応方策

内容

講演会、講座、講習会、セミナー等を開催し、市民の文化への関心
と教養を深め、市民文化の高揚を図る。

指定管理者に指定管理料を交付し監理監督を行う。また、施設を整
備し安全で確実な会館を利用できるようにする。

美術・芸術作品を発表する場として、美術展を開催・運営し、優秀な
作品については表彰をする。

役員会、代表者会の開催、文化祭の開催、県文連各種事業参加、
他市町関連団体との交流等を行う。

：90%以上達成した ：70%以上達成した ：達成してない



施策評価（平成21年実施施策）の結果
教育部　【担う分野：Ⅳ　教育分野】
②文化財の保護

事業費 人員
地域
資源

件
5

(H18)
5 5

(100.0%)

件
9

(H18)
9 9

(100.0%)

件
92

(H18)
92 91

(0.0%)

件
2

(H18)
2 2

(100.0%)

人
5,647
(H18)

5,762 4,523
(0.0%)

〔施策の実現手段となる事務事業の分析結果〕

事業費 減価償却費 公債費 人件費 計 市関与の
必要性 ニーズ 達成度 効率性 有効性 方向性 成果 投入資源 重点化 改革改善

見直しの
有無

1 歴史民俗資料館事業 政策 5,397 30,714 149 5,992 42,252 有り ↑ B A A 継続 → →

2 文化財保護事業 政策 2,877 8,377 12 4,565 15,831 有り → A A A 継続 → →

目標値
施策名 目指す目的・成果

投入コスト（千円） 成果の状況

実績値
達成
状況

(達成率)

重点
化

今後の施策展開の方針

事業費
減価

償却費
公債費 人件費 計 指標名　（＊は基本計画掲載指標） 単位 基準値

最近の戦国武将ブームにあやかり、市
内の歴史ボランティアグループと連携
し、生駒屋敷跡や久昌寺、富士塚の碑
などの文化財めぐりや、江南市ゆかり
の戦国武将をホームページで紹介する
など、江南市の特性を最大限利用し、
歴史に関心のある人を増やす。

指定文化財の数【市】 ＊

指定文化財の数【県】 ＊

改革
改善

指定文化財の数【国】 ＊

成果の
方向性

投入資源の方向性

今後の施策展開の方針・改善内容など

↑ → → ↑

文化財普及事業への参加者数 ＊

文化財の保護
郷土の歴史・文化が正しく理解され、郷
土に対する愛着や誇りをもっている

8,274 39,091 161 10,557

登録有形文化財の数【登録】 ＊

58,083

事務事業 種別 戦略 事業内容
投入コスト（千円） 評価結果 今後の方向性 評価結果・今後の方向性で「C」と判定したものの対応方策

内容

所蔵資料の展示・保守管理、来館者説明、テーマに基づく企画展を
行う。他資料館等と情報・資料や研究物の交換、市民に紹介する。

市内に残されている文化財や歴史資料の保護、保存に努め、郷土
の歴史、文化を後世に継承する。

：90%以上達成した ：70%以上達成した ：達成してない



施策評価（平成21年実施施策）の結果
教育部　【担う分野：Ⅳ　教育分野】
③国際・国内交流

事業費 人員
地域
資源

人
220

(H18)
265 300

(113.2%)

人
1,800
(H18)

1,950 5,500

(282.1%)

人
1,198
(H18)

1,275 1,088

(0.0%)

〔施策の実現手段となる事務事業の分析結果〕

事業費 減価償却費 公債費 人件費 計 市関与の
必要性 ニーズ 達成度 効率性 有効性 方向性 成果 投入資源 重点化 改革改善

見直しの
有無

1 世界平和・国際協力推進事業 政策 207 21 2 1,264 1,494 有り ↑ A A A 継続 → →

2 国際交流推進事業 政策 1,800 70 29 4,076 5,975 有り ↑ A B A 継続 → →

3 多文化共生推進事業 政策 4,645 77 1 4,399 9,122 有り ↑ A A A 継続 → →

4 都市交流推進事業 政策 0 0 0 0 0 無し → C C C
廃止・
中止

→ → ●

施策名 目指す目的・成果

投入コスト（千円） 成果の状況

実績値
達成
状況

(達成率)

今後の施策展開の方針

事業費
減価

償却費
公債費 人件費 計 指標名　（＊は基本計画掲載指標） 単位 基準値 目標値

国際交流事業については、今後も江南
市と江南市国際交流協会との連携を
図っていきます。活動拠点であります
「ふくらの家」においての相談件数も多
くなってきているため、相談に適切に対
応できる支援員や相談員等の人材育
成について支援していきます。
「世界平和を願うパネル展」の来場者が
伸び悩んでいます。戦争の悲惨さや世
界平和の重要性を若者に教え伝えてい
くためにも中学校での開催を計画する
とともに、メディアを活用したPR活動を
積極的に行っていきます。

改革
改善

江南市国際交流協会の事業（多文化共
生事業）に参加する外国人の数 ＊

成果の
方向性

投入資源の方向性

今後の施策展開の方針・改善内容など
重点
化

→ → → →

世界平和を願うパネル展の来場者数 ＊

国際・国内交流
世界平和の重要性が認識され、在住外
国人も安心して暮らしている

6,652 168 32 9,739
江南市国際交流協会の事業（多文化共
生事業）に参加する日本人の数 ＊

16,591

事務事業 種別 戦略 事業内容
投入コスト（千円） 評価結果 今後の方向性 評価結果・今後の方向性で「C」と判定したものの対応方策

内容

原爆関係のパネル展開催や朗読劇上演などの平和啓発事業を実
施する。

他団体の協力を得ながら、江南市国際交流協会の運営の支援をす
る。また、フレンドシップ国との交流推進の事業を行う。

日本語の理解の乏しい外国人の生活支援のため、生活相談の受付
をする生活支援員の設置や生活に役立つ書物の配布等の事業をす
る。

徳島市広報の回覧と他自治体からの交流に関する照会の回答

【事業内容】
相手が県庁所在地であるといった格差のある中で、気運の盛り上がりが乏しい状況である。姉妹
都市提携の考えは、一度白紙にし、ライオンズクラブ等の民間レベルでの交流を継続する中で、
市民レベルでの気運が盛り上がった段階に再検討する。

：90%以上達成した ：70%以上達成した ：達成してない
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